
 

２０２０年東京オリンピック・パラリンピック競技大会を 

契機とした文化芸術施策の強化について 

 

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会（以下「東京 2020大

会」という。）に向け、多方面で準備・検討が進められている。２月には、

「東京 2020大会開催基本計画」が IOC及び IPCへ提出され、その中で、大

会運営そのものだけでない広がりのある大会を実現させるための５本の柱

の一つに、「文化・教育」が位置づけられており、文化プログラムを通じた

日本や世界の文化の発信と継承が重視されている。 

また、国では、文化庁において「2020 年に向けた文化イベント等のあり

方検討会」が設置され、文化プログラムを日本全国津々浦々で行うことを目

指して議論されている。また、「文化芸術の振興に関する基本的な方針（第

４次基本方針）」でも、文化芸術を起爆剤とする地方創生の実現を図ること

が明記されたところである。 

  

文化プログラムを日本全国の取組として展開することは、地域のオリジナ

リティを尊重した文化芸術施策を推進するうえで絶好の機会であり、文化芸

術立国の実現に不可欠である。さらに、「東京 2020大会」の取組を一過性の

イベントに終わらせることなく、文化芸術による我が国の活性化という将来

につなげていく、中長期的視点に立った戦略が必要である。 

そのためには、創造や交流の拠点となり得る地域の文化芸術施設がその機

能を発揮するための施設改修と、今後増加が見込まれる訪日外国人旅行者の

受入環境の整備が必要である。 

さらに、各地域が施策を推進するために、その特性に応じた事業や支援の

仕組みづくりなど、地域の実情に応じて活用できる包括的な財源のあり方等

について検討し、創設することが不可欠である。 

 

以上を踏まえ、我が国の文化芸術施策の一層の強化を図るため、次の事項

について提言する。 

 



１ 地域の主要な文化芸術施設が文化プログラムを実施するにあたって、

その機能を充分に発揮できるよう、施設改修に係る財政的支援制度を創

設すること。 

また、訪日外国人旅行者受入に寄与する、Wi-Fi、施設サイン等の整

備やパンフレット・イベント通訳を始めとした多言語対応等、文化芸術

施設の受入環境整備を支援すること。 

 

２ 地域の資源を活かした文化芸術活動の推進にあたっては、地域が各々

の特性に応じた手法で文化芸術施策を展開することが不可欠であるため、

国が行う助成決定のプロセスに地域の声を活かす仕組みを整えるととも

に、現在試行中の日本版アーツカウンシルを本格的に設置すること。 

また、各地域の実情に応じて弾力的に執行できる包括的な補助金を創

設するとともに、より一層その趣旨が効果的かつ効率的に活用されるよ

う、地方版アーツカウンシル等の仕組みづくりを支援すること。 
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